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民事訴訟とはなにか（2）

 民事訴訟の基本原則

T. Kurita 2

理念としての当事者主義と職権主義

 当事者主義 当事者に主導権を与える建前

 職権主義 裁判所に主導権を与える建前

 現実の訴訟制度は、当事者主義と職権主義の混
合である。
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手続進行－現行法は職権進行主義

 訴訟は、裁判所と両当事者が紛争解決を目指し
て行う共同作業である。

1. 職権進行主義 訴訟手続の進行の主導権を
裁判所に認める建て前

2. 当事者進行主義 主導権を当事者に認める
建て前

 アクセントの置き方の問題である。
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当事者の意見の尊重

 審理の計画（147条の3）

 争点整理手続における意見聴取（168条・170条
3項・175条）

 進行協議（規95条1項）、および協議の実施方
法についての意見聴取（規96条）

 証拠調べの方法についての意見聴取（202条・
207条、規121条・123条1項）

 訴訟記録の作成についての意見聴取（規68条・
170条）

など。
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進行協議期日（規95条）

 裁判所と当事者双方が訴訟の進行に関し必要な
事項について協議するために開かれる口頭弁論
外の期日である。

 特徴

1. 両当事者に立会の機会を与える。

2. 非公開でよい。

3. 口頭弁論調書ないしこれに準じた調書の作成
を要求されない。

4. 裁判所外で行うことができる（規97条）。

処分権主義

次の事項を当事者の自由な処分（意思決定）に委ね
る建前

1. 訴訟手続の開始（133条）

2. 審判対象（訴訟物）の設定（133条2項2号・246
条・114条1項）

3. 訴訟手続の終了方法の選択 判決・訴えの取下
げ、請求の放棄・認諾、訴訟上の和解

 上記のうち3については別の整理の仕方もある
。
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http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/hCP133-178.html#P147-3
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/hCP133-178.html#P168
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/hCP133-178.html#P170
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/hCP133-178.html#P175
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/r53-172.html#P95
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/hCP179-242.html#P202
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/r53-172.html#P121
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/r53-172.html#P68
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/r53-172.html#P170
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/r53-172.html#P95
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/r53-172.html#P97
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判決事項（246条）

 訴訟物となっていない請求については、判決す
ることができない。（訴えなければ裁判なし）

 訴訟物たる権利関係が同一であっても、原告の
求める上限を超える判決をすることはできない。
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（復習）法的判断の基本的な図式

法規

事実

判決
認定事実に法規を適用して、裁判所
が判決（法的判断）を下す。

当事者の事実についての主張や証拠な
どに基づき、裁判所が事実を認定する。

裁判所が知っておくべきものである。
当事者も意見を述べることができる。

+
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弁論主義 ⇔ 職権探知主義

 事実とその認定資料である証拠の収集に関する
当事者と裁判所の間の役割分担について、その
収集を当事者の責任と権能とし、裁判所自らは
収集しない建て前を弁論主義という。

 当事者の責任 ⇒ 当事者は事実と証拠を提出
しないと敗訴する。当事者は、裁判所が収集し
なかったことを非難できない。

 当事者の権能 ⇒ 当事者は事実と証拠を提出
することができる。裁判所は職権で事実と証拠
を収集してはならない、との趣旨も含む。
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弁論主義の具体的内容

 主張の必要 主要事実は、口頭弁論において
主張されていない限り、裁判の基礎にすること
ができない。訴訟資料と証拠資料の峻別。

 自白の拘束力 当事者間に争いのない主要事
実は、そのまま裁判の基礎にしなければならな
い

 職権証拠調べの禁止 証拠は当事者が申し出
たものに限る。ただし例外が多い。
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主張共通・証拠共通の原則

 弁論主義は、裁判の基礎資料（事実と証拠）の
収集に関する当事者と裁判所の間の役割分担で
ある。

 裁判所は、ある当事者の提出した事実あるいは
証拠をその者に不利に、相手方に有利に斟酌す
ることもできる。

弁論主義の適用範囲の制限

 訴訟類型の特殊性による制限

1. 人事訴訟（人訴法19条参照）

2. 判決効が第三者に及ぶ場合について、制限を主張す
る見解がある。

 訴訟類型を問わない制限 訴訟要件

1. 職権調査事項（⇔抗弁事項） 当事者からの指摘が
なくても判断しなければならない事項（訴訟要件の
多く）。

2. 職権調査事項の多くは職権探知事項になる。
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http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/hCP243-280.html#P246
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弁論主義の根拠

 本質説 私的自治の原則の訴訟法上の反映として、争
いのある法律関係を裁判により確定する場合にも、その
基礎となる事実と証拠の収集・提出は当事者の責任と権
限とするのが適当である。

 手段説 当事者の利己心に任せる方が、事実と証拠の
収集は十分に行われ、真実の発見に適する。

 多元説 本質説・手段説のそれぞれが説く根拠の他に、
不意打ち防止、公平な裁判への信頼の確保などの多元的
根拠に基づいてできあがった一個の歴史的所産である。
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当事者の主張する事実の分類

1. 直接事実（主要事実） 法規の適用の直接の
根拠となる事実（要件要素に該当する具体的事
実）。

2. 間接事実 直接事実または他の間接事実を推
認するのに役立つ事実。

3. 補助事実 証拠能力や証拠の信用性に影響を
与える事実

4. その他の事実 事件の背景事情等に関する事
実
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直接事実と間接事実

直接事実

間接事実

要件

法規範

法的効果

返還債務

1999年9月9
日に**でＸ
がＹに金100
万円を手渡
した

①金銭の授受

②返還約束

該当

経験則を用いて推認

間接事実

不確定概念

 法規の要件が「過失」「権利濫用」といった抽
象度の高い言葉で記述されている場合がある。

 直接事実として主張されるべきものは、これら
の法的評価を根拠づける具体的事実である。

 たとえば、「制限速度40kmの道路を90kmのスピ
ード走行していて、停止が遅れた」、「飲酒し
た直後に運転を開始し、被害者の発見が遅れ、
またブレーキ操作も遅れた」、「事故当時携帯
電話を操作していて道路端を歩いていた被害者
に気づかなかった」。
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法的評価は裁判所の職責である

 具体的事実が当事者により主張され、裁判所に
より認定された場合に、その具体的事実が要件
要素に該当するか否かの評価は裁判所の職責で
ある。

 当事者は、ある具体的事実が特定の法規の要件
要素に該当することまで主張する必要はない。

 しかし、裁判所による法的評価を容易にするた
めに、「具体的事実ａ,ｂ,ｃがあるから、・・
・の規定の要件が充足される」といった主張を
するのが通常である。
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裁判所による補充（釈明権・釈明処分）

 弁論主義の下では主張・立証の不備により本来
は勝訴すべき者が敗訴する可能性があるが、そ
れは適正な裁判の視点からは好ましくない。そ
の是正のために裁判所に釈明の権限が認められ
ている（149条・151条）。

 消極的釈明 当事者の申立て・主張が不明瞭
である場合に、明瞭にすることを求める釈明

 積極的釈明 当事者が事案の適正な解決に必
要な申立て、主張、証拠の申出、実体法上の権
利行使をしない場合に、それを促すための釈明

http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/hCP133-178.html#P149
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/procedure/heisei/hCP133-178.html#P151
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釈明義務違反

 裁判所が釈明権を行使しなかったことが違法と
評価されることがある。

 上告理由としての法令違反（312条3項）になり
うる。最高裁との関係では、上告受理の要件（
318条1項）も満たすことが必要である。

 釈明義務違反か否かの評価に際して考慮すべき
事項: 勝敗の逆転の可能性、正当な申立て・
主張を当事者がすることの期待可能性、裁判所
の中立・公平性
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当事者の求問権

 相手方の主張に疑問があるときは、当事者は裁
判所に問いを発するように求めることができる
（当事者が相手方に直接 質問すると喧嘩に至
ることがある）
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